
日本小児整形外科学会雑誌 Vol. 29, No. 2, 2020　319

日小整会誌 （J Jpn Ped Orthop Ass） 29（2）：319–323, 2020.

序　文

発育性股関節形成不全症（Developmental Dys-
plasia of the Hip：DDH）の治療後に，脚長不等を
生じ股関節肢位の悪化や亜脱臼を来すことがある9）．

今回我々は，DDH 治療後に生じた脚長不等に
対し，エイトプレート（オーソフィックス社，イ
タリア）を用いて姿勢や荷重時の骨頭被覆を改善
した 3 症例を経験したので報告する．

対象と方法

対象は 2014 年から 2016 年に DDH 後の脚長不
等に対して，骨端軟骨発育抑制術を施行した 3 例
である．手術時の年齢はそれぞれ 8 歳 3 か月，10
歳 10 か月，11 歳 1 か月であった．エイトプレー
トは，脱臼側の過成長例に対しては脱臼側の大腿
骨遠位，脚短縮例では健側の大腿骨遠位に成長軟

骨を挟むように設置した．
股関節立位正面の単純 X 線写真において水平

線から骨頭中心を通る垂線を引き，骨頭中心と臼
蓋外側縁を通過する線との成す角を機能的 CE

（Center Edge）角と定義し，立位荷重時の骨頭被
覆の指標とした．評価項目は脚長差，機能的 CE
角，骨盤傾斜角の経時的変化とした．なお，脚長
差は，両下肢立位単純 X 線写真で仙腸関節遠位
から内果の先端までの距離の差と定義した．骨盤
傾斜角は，股関節立位正面単純 X 線写真におい
て水平線と坐骨結節の下端を結んだ線との成す角
度と定義した（図 1）．

症例 1

8 歳 3 か月，女児．生後 2 か月時に左 DDH に
対しリーメンビューゲル装具を用いて整復された
が，遺残亜脱臼となったため，5 歳時に左ソルター
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要　旨　発育性股関節形成不全症（Developmental Dysplasia of the Hip：DDH）の治療後に，脚
長不等により骨頭被覆に影響を及ぼすことがある．今回，DDH 治療後の脚長不等にエイトプレー
トを用いた骨端成長抑制術により治療を行った症例を報告する．対象は DDH 後の脚長不等に対し
骨端成長抑制術を施行した 3 例で，過成長例には脱臼側，脚短縮例には健側に施行した．観察期間
は平均 1.5 年で，過成長例では脚長差は平均 21.0 mm から 10.5 mm，骨盤傾斜角は 7.0°から 3.2°へ
改善され，骨頭被覆も改善された．脚短縮例では，脚長差，骨盤傾斜角は 29 mm から 9 mm，7.1°
から 0.0°と骨頭被覆はやや減少したが脚長差や骨盤傾斜角の改善が見られた．エイトプレートを用
いた骨端成長抑制術は，DDH 治療後に生じた肢位異常の改善に有用な可能性がある．
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た．9 歳 8 か月（術後 17 か月）時の単純 X 線によ
る計測では，脚長差は脱臼側＋11 mm，骨盤傾斜
角は 2.8°健側へ傾き，機能的 CE 角は 8°に改善
された（図 2）．

症例 2

10 歳 10 か月，女児．生後 10 か月時に左 DDH
に対してリーメンビューゲル装具を用いて加療し
た．6 歳時に遺残亜脱臼となったため，左ソルター
骨盤骨切り術，大腿骨減捻内反骨切り術を施行し
た．その後，大腿骨頭の肥大化を来し脚長不等お
よび機能的 CE 角の減少を認めた．

10 歳 10 か月時，脚長差は脱臼側が 24 mm 過成
長し，骨盤傾斜角は 7.8°健側へ傾き，機能的 CE 角
は 17.8°であったため，脚長補正および大腿骨頭被
覆率の改善を図る目的で，脱臼側へエイトプレート
を挿入し骨端軟骨発育抑制術を施行した．12 歳 6
か月（術後 20 か月）時，脚長差は脱臼側＋10 mm，
骨盤傾斜角は 3.6°健側へ傾き，機能的 CE 角は
24.0°とそれぞれ改善された（図 3）．

症例 3

11 歳 1 か月，女児．生後 2 か月時に左 DDH に
対し，リーメンビューゲル装具を用いて加療し

骨盤骨切り術，大腿骨減捻内反骨切り術を施行し
た．その後，大腿骨頭の肥大化を来し，脚長不等
および機能的 CE 角の減少を認めた．

8 歳 3 か月時，脚長差は脱臼側が 18 mm 過成
長し，骨盤傾斜角は 6.2°健側に傾いていた．また，
機能的 CE 角は－2°であったため，脚長補正と大
腿骨頭被覆の改善を図る目的で，脱臼側へエイト
プレートを挿入し骨端軟骨発育抑制術を施行し

図 1．計測線の定義

：水平線

：骨盤傾斜角

：機能的 CE角

図 2．単純 X 線写真　左：8 歳 3 か月時，
右：9 歳 8 か月（術後 17 か月）時のもの

図 3．単純 X 線写真　左：10 歳 10 か月時，
右：12 歳 6 か月（術後 20 か月）時のもの
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た．1 歳時に左大腿骨頭の無腐性壊死を来し，左
下肢の短縮が見られた．

11 歳 1 か月時，脚長差は脱臼側 29 mm 短縮，
骨盤傾斜角は 7.1°脱臼側へ傾き，機能的 CE 角は
32.6°であったため，脚長不等の改善を図る目的
で，健側へエイトプレートを挿入し骨端成長抑制
術を施行した．12 歳 7 か月（術後 18 か月）時，脚
長差は脱臼側－ 9 mm，骨盤傾斜角は 0.0°まで改善

された．一方，機能的 CE 角は 23.3°と軽度減少
した（図 4）．

考　察

今回の症例では，DDH 後の脚長不等に対して
エイトプレート挿入による下肢骨端軟骨発育抑制
術を行った．過成長例の症例 1，症例 2 では脚長
差は平均 21.0 mm から 10.5 mm，機能的 CE 角は
7.9°から 16.0°，骨盤傾斜角は 7.0°から 3.2°へ改善
を認めた．脚短縮例の症例 3 では，脚長差，機能
的 CE 角，骨盤傾斜角は 29 mm から 9 mm，32.6°
から 23.3°，7.1°から 0.0°と機能的 CE 角の減少と脚
長差や骨盤傾斜角の改善が見られた（表 1，2；図 5）．

DDH は治療後脚長不等を生じることがあり，下
肢脚長差は 5 mm 程度から生体力学的変化をもた
らし，2～3 cm 以上の重度になると歩様異常が見
られるとされている5）．また，骨盤傾斜や側弯の
原因ともなり，それにより引き起こされる CE 角
の減少は二次性変形性股関節症の原因となること
が知られている1）．なお，本論文では独自に定義
した機能的 CE 角を用いて評価している．通常，
CE 角は両側大腿骨頭中心を結んだ線の延長線上
に臼蓋外側縁から垂線を下ろし，この線と臼蓋外
側縁と大腿骨骨頭中心を結んだ線との成す角度で
あるが，脱臼側に過成長がある例では，立位では
相対的に CE 角は減少する．そのため，自験例で

表 1．患者背景と予測脚長差
左右 性別 先行手術・疾患 脚長差（mm） 予測最終脚長差（mm）

症例 1 左 女性 左ソルター，大腿骨減捻内反骨切り術 18 22
症例 2 左 女性 左ソルター，大腿骨減捻内反骨切り術 24 27
症例 3 右 女性 左大腿骨無腐性壊死 29 31

表 2．X 線の経時的変化
脚長差（mm） 骨盤傾斜角（°） 機能的 CE 角（°）

症例 1
術前 18 6.2 －2.0
術後 11 2.8 8.0

症例 2
術前 24 7.8 17.8
術後 10 3.6 24.0

症例 3
術前 29 7.1 32.6
術後 9 0.0 23.3

図 4．単純 X 線写真　左：11 歳 1 か月時，
右：12 歳 7 か月（術後 18 か月）時のもの
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は股関節立位正面単純 X 線写真で機能的 CE 角
を計測し，より実際の荷重に即した評価をするこ
ととした．

脚長不等に対しては，生涯にわたって日常生活に
影響を及ぼさないと判断される場合は治療の適応は
なく，一般的には最終的な脚長不等が 2～3 cm 以
上になることが予想される場合に脚長補正手術の
適応があるといわれている4）．

脚長補正手術の方法としては，骨延長術と，骨
端軟骨発育抑制術がある．骨延長術には，骨切り
を行って間隙を広げその間に骨移植を行い一期的
に骨延長をする方法と，創外固定を用いて緩徐に
骨延長を行う方法がある．一期的に骨を延長する
方法では，血管・神経を含む周囲の軟部組織に与
える影響が大きいことから，安全に延長できるのは
大腿骨で 4 cm，脛骨で 3 cm までとされている7）．
Li らは，創外固定による方法では長い治療期間
を必要とするが，血管・神経を含む周囲の軟部組
織に急激な影響を与えないことがメリットである
と報告している6）．

骨端軟骨発育抑制術は，成長軟骨を手術により
閉鎖あるいは一時的に固定して成長のバランスを
調整する方法である．ステープルやエイトプレー
トを用いて成長抑制を加え，脚長不等が補正され
た時点でこれらを抜去することで，骨延長術が困
難な症例でも対応できるようになった8）．

以上のように，脚長不等に対する脚長補正手術

は広く行われている．しかし，DDH 後の脚長不等
や骨盤傾斜の改善に対しての報告は少なく，我々が
調べた限り，Muharrem らの 1 報告のみであった3）．

DDH の脱臼側過成長の原因としては，大腿骨
内反骨切り術後の大腿骨過成長や，観血的整復術
後の過大骨頭が挙げられている2）．症例 1，症例
2 では小児期の大腿骨減捻内反骨切り術の結果，
大腿骨頭の肥大化が見られた．それにより脱臼側
の下肢過成長を来し，非脱臼側へ骨盤が傾斜した
ことで脱臼側の機能的 CE 角の減少を認めた．そ
こで今回，脱臼側にエイトプレートを用いた脚長
補正術を施行した．その結果，骨盤傾斜や姿勢の
改善，機能的 CE 角の改善を認めることができ
た．それにより肢位の改善だけでなく臼蓋形成不
全の改善につながり，将来の股関節症への移行や
骨切り術を回避することが期待できる．

一方，脱臼側に脚短縮を来す原因としては，大
腿骨頭無腐性壊死に伴う大腿骨短縮や内反骨切り
による短縮などが挙げられる2）．症例 3 では，脱
臼側の大腿骨頭の無腐性壊死を来し，脱臼側の脚
短縮を認めた．その結果，脚長不等や脱臼側の機
能的 CE 角の増加，姿勢の悪化を認めた．そこで
症例 3 では，健側にエイトプレートを用いた骨端
軟骨発育抑制術を施行した．その結果，脚長不等
や姿勢異常は改善を認めたが，機能的 CE 角は減
少を認めた．そのため，適応は脱臼側の機能的
CE 角が維持できている症例に限り，また，過度

図 5．結果 2　各症例の結果
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の矯正に注意すべきであると考えられた．
以上のようなエイトプレートを用いた骨端軟骨

発育抑制術による脚長補正術は，最終的な脚脚差
が 20～30 mm 程度と予想される場合，また，治療
の特性から成長期の途上であることが治療の適応
であると考えられる．抜釘の時期に関しては日常生
活に優位な差が見られないといわれている 5 mm
以下5）になった頃に抜釘をすることを目標として
いる．

今回の検討では症例数が 3 例と少ないこと，脊
柱側弯などの評価を行えていないことが課題とし
て挙げられる．今後，さらなる症例の検討が必要
である．

我々はエイトプレートを用いた成長抑制術を行
うことにより，安全，簡便に脚長不等を矯正する
ことができた．また，脚長不等だけではなく，骨
盤傾斜角や CE 角の改善も認めた．今回の結果よ
り将来の股関節症発症予防も期待できるが，今後
の長期的経過観察は必要である．

結　語

エイトプレートを用いた骨端成長抑制術は，DDH
治療後に生じた肢位異常の改善に有用な可能性が
ある．
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